
公益財団法人岡山県健康づくり財団個人情報保護規程  

 

第１章  総則  

 

（目的）   

第１条  本規程は、公益財団法人岡山県健康づくり財団（以下「財団」と

いう。）が、「個人情報の保護に関する法律」、「個人情報の保護に関

する法律施行令」、「個人情報保護委員会が定める規則」及び「個人

情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）」及び「個

人情報の保護に関するその他のガイドライン等」（総称して以下「法

令等」という。）に基づき、財団の取り扱う個人データ（第 2条第 6項

に定義する個人データをいう。）の適正な取扱いを確保するために定

めるものである。  

なお、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 用

等に関する法律」（平成 25年法律第 27号）に基づく個人番号やその内

容を含む個人情報に関しては、「特定個人情報等取扱規程」において、

別途定めるところに従うものとするとともに、匿名加工情報 、仮名加

工情報、個人関連情報 等の取扱いについては法令等に定めるところに

従うものとする。  

 

（定義）   

第２条  この規程において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各項

に定めるところによる。「個人情報」とは、生存する個人に関する情

報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。  

（１）当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若

しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識できない方式をいう。）に記載され、若しく

は記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて評された一切の

事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の

個 人 を 識 別 す る こと が で き る も の （他 の 情 報 と 照 合 する こ と が で

き 、 そ れ に よ り 特定 の 個 人 を 識 別 する こ と が で き る こと と な る も

のを含む。）  



（２）個人識別符号が含まれるもの  

２  「個人識別符号」と は、次の各号のいずれかに該当する文字、番号、

記号その他の符号のうち、法令等で定めるものをいう。  

（ １ ） 特 定 の 個 人 の 身 体 の 一 部 の 特 徴 を 電 子 計 算 機 の 用 に 供 す る た め に

変換した文字、番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人

を識別することができるもの  

（ ２ ） 個 人 に 提 供 さ れ る 役 務 の 利 用 若 し く は 個 人 に 販 売 さ れ る 商 品 の 購

入 に 関 し 割 り 当 て ら れ 、 又 は 個 人 に 発 行 さ れ る カ ー ド そ の 他 の 書

類に記載され、若しくは電磁的方法により記録された文字、番号、

記 号 そ の 他 の 符 号 で あ っ て 、 そ の 利 用 者 若 し く は 購 入 者 又 は 発 行

を 受 け る 者 ご と に 異 な る も の と な る よ う に 割 り 当 て ら れ 、 又 は 記

載され、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購

入者又は発行を受ける者を識別することができるもの  

３  「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯

罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、

偏見 その他の不 利益が 生じないよ うにそ の取扱いに 特に配 慮を要する

ものとして法令等で定める記述等が含まれる個人情報をいう。  

４  「個人情報データベース等」とは、特定の個人情報をコンピュータ等

を用 いて検索で きるよ うに体系的 に構成 したもの及 びこれ に含まれる

個人 情報を一定 の規則 に従って整 理する ことにより 特定の 個人情報を

容易 に検索する ことが できるよう に体系 的に構成し た情報 の集合物で

あっ て、目次、 索引そ の他検索を 容易に するための ものを 有するもの

をい い、利用方 法から みて個人の 権利利 益を害する おそれ が少ないも

のとして次のいずれにも該当するものを除く。  

（ １ ） 不 特 定 か つ 多 数 の 者 に 販 売 す る こ と を 目 的 と し て 発 行 さ れ た も の

であって、かつ、その発行が法又は法に基づく命令の規定に違反し

て行われたものでないこと。  

（２）不特定かつ多数の者により随時に購入することができ、又はできた

ものであること。  

（ ３ ） 生 存 す る 個 人 に 関 す る 他 の 情 報 を 加 え る こ と な く そ の 本 来 の 用 途

に供しているものであること。  

５  「個人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に

供している者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。  



（１）国の機関  

（２）地方公共団体  

（３）独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す

る法律  （平成 15年法律第 59号）に規定する独立行政法人等をいう。） 

（４）地方独立行政法人（地方独立行政法人法  （平成 15年法律第 118号）

に規定する地方独立行政法人をいう。）  

６  「個人データ」とは、個人情報のうち、個人情報データベース等を構

成するものをいう。  

７  「保有個人データ」とは、個人データのうち、開示、訂正、利用停止

等の権限を有するものであって、以下のものを除く。  

（１）当該個人データの存否が明らかになることにより、本人又は第三者

の生命、身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの  

（２）当該個人データの存否が明らかになることにより、違法又は不当な

行為を助長し、又は誘発するおそれがあるもの  

（３）当該個人データの存否が明らかになることにより、国の安全が害さ

れ る お そ れ 、 他 国 若 し く は 国 際 機 関 と の 信 頼 関 係 が 損 な わ れ る お

そ れ 又 は 他 国 若 し く は 国 際 機 関 と の 交 渉 上 不 利 益 を 被 る お そ れ が

あるもの  

（４）当該個人データの存否が明らかになることにより、犯罪の予防、鎮

圧 又 は 捜 査 そ の 他 の 公 共 の 安 全 と 秩 序 の 維 持 に 支 障 が 及 ぶ お そ れ

があるもの  

８  個人情報について「本人」とは、個人情報によって識別される特定の

個人をいう。   

９  「職員」とは、財団の組織内にあって直接間接に財団の指揮監督を受

けて財団の業務に従事している者等をいう。  

10 「統括個人情報保護管理責任者」とは、財団の個人データの管理に関

する責任を担う者で、事務局長の職にある者をもって充てる。  

11 「個人情報保護管理責任者」とは、各部所における個人データの管理

に関する責任を負う者で、部所長（院長を含む）の職にある者をいう。  

12 「個人情報保護管理担当者」とは、各課における個人データの管理に

関する責任を負う者で、課長の職にある者をいう。  

13 「情報システム管理責任者」とは、所属のコンピュータシステムにお

ける安全確保、構築、改善を管理する者で、個人情報保護管理責任者



が指名した者をいう。  

14 「担当者」とは、財団内において、個人データを取り扱う事務に従事

する者をいう。  

15 「個人情報保護監査責任者」とは、理事長から指名された者で、公平

かつ客観的な立場にあり、個人情報の保護管理が適正に行われている

か監査を実施及び報告を行う権限を有する者をいう。  

16 「個人情報保護計画」とは、個人情報を保護するための方針、組織、

計画、実施、監査及び改善を行う管理システムをいう。  

17 「管理区域」とは、個人情報データベース等を取り扱うサーバやメイ

ンコンピュータ等の重要な情報システムを管理する区域をいう。  

18 「取扱区域」とは、個人データを取り扱う事務を実施す る区域をいう。 

 

第２章  安全管理措置  

 

第１節  組織的安全管理措置  

 

（統括個人情報保護管理責任者の責務）   

第 ３ 条  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 財 団 に お け る 個 人 情 報 の 取 得

及び個人データの保護管理に関する業務を統括するとともに、本規程

に定められた事項を理解し、遵守するとともに、個人情報保護計画を

策定し、遵守させるための教育訓練、安全対策の実施並びに周知徹底

等の措置を実施する責任を負う。  

 

（個人情報保護管理責任者の責務）   

第 ４ 条  個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 で あ る 各 部 所 に お け る 部 長 の 職 に あ る

者は、当該部所における個人情報の取得及び個人データを適切に管理

する任に当たり、個人データの適切な管理のために必要な措置を講じ、

個人データの安全確保に努める責任を負う。  

 

（個人情報保護管理担当者の責務）  

第 ５ 条  個 人 情 報 保 護 管 理 担 当 者 は 、 当 該 各 課 の 担 当 者 に 対 し て 必 要 か

つ適切な監督を行う。  

 



（情報システム管理責任者の責務）  

第 ６ 条  情 報 シ ス テ ム 管 理 責 任 者 は 、 当 該 部 所 の コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム

における安全確保、構築、改善を管理する。  

 

（担当者の責務）  

第７条  担当者は、個人データを取扱う業務に従事する際、個人データの

保護に十分な注意を払ってその業務を行うものとする。  

 

（本規程に基づく運用状況の記録）  

第 ８ 条  担 当 者 は 、 本 規 程 に 基 づ く 運 用 状 況 を 確 認 す る た め 下 記 の 事 項

について、システムログ等により記録する。  

（１）個人情報の取得及び個人情報データベース等への入力状況  

（２）個人情報データベース等の利用・出力状況の記録  

（３）個人データ等の削除・廃棄記録  

（４）削除・廃棄を委託した場合、これを証明する記録等  

（５）個人情報データベース等を情報システムで取り扱う場合、担当者の

情報システムの利用状況（ログイン実績、アクセスログ等）  

 

（取扱状況の確認手段）  

第 ９ 条  情 報 シ ス テ ム 管 理 責 任 者 は 、 個 人 情 報 デ ー タ ベ ー ス 等 の 取 扱 状

況を確認するための手段として、「個人情報管理台帳」、「コンピュ

ータ関連セキュリティ管理台帳」を記録するものとする。なお、個人

情報管理台帳には、個人データ自体は記載しないものとする。  

 

（情報漏えい事案等への対応）  

第 10条   個人データの漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい等」という。）

の事案の発生又は兆候を把握した場合の対応は、別途定める「個人情

報漏洩対応マニュアル」に定めるところによる。  

 

（苦情への対応）  

第 11条  担当者は、法令等又は本規程等に関し、本人から苦情の申出を受

けた場合には、その旨を個人情報保護管理責任者に報告する。報告を

受けた個人情報保護管理責任者は、適切に対応すると同時に総務部へ



報告するものとする。  

 

（取扱状況の確認並びに安全管理措置の見直し）  

第 12条  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 定 期 的 に 個 人 情 報 デ ー タ ベ ー

ス等の取扱状況の確認を実施しなければならない。  

２  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 前 項 の 確 認 の 結 果 及 び 次 条 の 監 査

の結果に基づき、安全管理措置の評価、見直し及び改善に取り組むもの

とする。  

 

（監査）  

第 13条  個 人 情 報 保 護 監 査 責 任 者 は 、 財 団 の 個 人 デ ー タ の 適 正 な 取 扱 い

その他法令等及び本規則の遵守状況について定期的に監査する。  

 

第２節  人的安全管理措置  

 

（教育・訓練）  

第 14条  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 本 規 程 に 定 め ら れ た 事 項 を 理

解し、遵守するとともに、職員に本規程を遵守させるための教育訓練

を企画・運営する責任を負う。  

２  職 員 は 、 統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 が 主 催 す る 本 規 程 を 遵 守 さ せ

るための教育訓練を受けなければならない。  

 

第３節  物理的安全管理措置  

 

（個人データを取り扱う区域の管理）   

第 15条  財団は、管理区域及び取扱区域を明確にし、それぞれの区域に対

し、次の各号に従い以下の措置を講じる。  

（１）管理区域   

必要に応じて施錠することとする。  

（２）取扱区域   

可 能 な 限 り 壁 又 は 間 仕 切 り 等 の 設 置 を し た り 、 担 当 者 以 外 の 者 の

往 来 が 少 な い 場 所 へ の 座 席 配 置 や 、 後 ろ か ら 覗 き 見 さ れ る 可 能 性

が 低 い 場 所 へ の 座 席 配 置 等 を す る な ど 座 席 配 置 を 工 夫 等 を す る こ

と に よ り 、 権 限 を 有 し な い 者 に よ る 個 人 デ ー タ の 閲 覧 等 を 防 止 す



る。  

 

（機器及び電子媒体等の盗難等の防止）  

第 16条  財 団 は 、 管 理 区 域 及 び 取 扱 区 域 に お け る 個 人 デ ー タ を 取 扱 う 機

器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するために、次の各号

に掲げる措置を講じる。  

（１）個人データを取り扱う機器、電子媒体又は書籍等を、施錠できるキ

ャビネット・書庫等に保管する。  

（ ２ ） 個 人 デ ー タ を 取 り 扱 う 情 報 シ ス テ ム が 機 器 の み で 運 用 さ れ て い る

場合は、セキュリティワイヤー等により固定する。  

 

（電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止）  

第 17条  財 団 は 、 個 人 デ ー タ が 記 録 さ れ た 電 子 媒 体 又 は 書 類 等 を 持 ち 運

ぶ場合、データの暗号化、パスワードの設定、封筒に封入して搬送する

等、紛失・盗難等を防ぐための安全な方策を講じる。  

 

（個人データの削除及び機器、電子媒体等の廃棄）  

第 18条  個 人 デ ー タ の 廃 棄 ・ 削 除 段 階 に お け る 記 録 媒 体 等 の 管 理 は 次 の

とおりとする。  

（１）担当者は、個人データが記録された書類等を廃棄する場合、シュレ

ッ ダ ー 等 に よ る 記 載 内 容 が 復 元 不 能 ま で の 裁 断 、 自 社 又 は 外 部 の

焼却場での焼却・溶解等の復元不可能な手段を用いるものとする。 

（２）担当者は、個人データが記録された機器及び電子媒体等を廃棄する

場 合 、 専 用 デ ー タ 削 除 ソ フ ト ウ ェ ア の 利 用 又 は 物 理 的 な 破 壊 等 に

より、復元不可能な手段を用いるものとする。  

（３）担当者は、個人情報データベース等の個人データを削除する場合、

容易に復元できない手段を用いるものとする。  

（４）個人データを取り扱う情報システムにおいては、法令等及び財団が

別 途 定 め る 保 存 期 間 経 過 後 に 個 人 デ ー タ を 削 除 す る よ う 情 報 シ ス

テムを構築するものとする。  

（５）個人情報が記載された書類等については、当該関連する書類等につ

いて財団が別途定める保存期間経過後に廃棄をするものとする。  

 

第４節  技術的安全管理措置  

 

（アクセス制御）  

第 19条  個人データへのアクセス制御は以下のとおりとする。  



（ １ ） 個 人 デ ー タ と 紐 付 け て ア ク セ ス で き る 情 報 の 範 囲 を ア ク セ ス 制 御

により限定する。  

（ ２ ） 個 人 情 報 デ ー タ ベ ー ス 等 を 取 り 扱 う こ と が で き る 情 報 シ ス テ ム を

限定する。  

（３）ユーザーＩＤに付与するアクセス権により、個人情報データベース

等を取り扱う情報システムを使用できる者を担当者に限定する。  

 

（アクセス者の識別と認証）  

第 20条  個人データを取り扱う情報システムは、ユーザーＩＤ、パスワー

ド、磁気・ＩＣカード等の識別方法により、担当者が正当なアクセス権

を有する者であることを、識別した結果に基づく認証するものとする。 

 

（外部からの不正アクセス等の防止）  

第 21条  財団は、以下の各方法により、情報システムを外部からの不正ア

クセス又は不正ソフトウェアから保護するものとする。  

（１）情報システムと外部ネットワークとの接続箇所に、ファイアウォー

ル等を設置し、不正アクセスを遮断する方法。  

（２）情報システム及び機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ウイル

ス対策ソフトウェア等）を導入する方法。  

（ ３ ） 機 器 や ソ フ ト ウ ェ ア 等 に 標 準 装 備 さ れ て い る 自 動 更 新 機 能 等 の 活

用により、ソフトウェア等を最新状態とする方法。  

 

（情報システムの使用に伴う漏えい等の防止）  

第 22条  財 団 は 、 情 報 シ ス テ ム の 使 用 に 伴 う 個 人 デ ー タ の 漏 え い 等 を 防

止するために以下の措置を講じ、適切に運用するものとする。  

（１）情報システムの設計時に安全性を確保し、継続的に見直す（情報シ

ステムのぜい弱性を突いた攻撃への対策を講じることも含む。）  

（２）メール等により個人データの含まれるファイルを送信する場合に、

当 該 フ ァ イ ル へ の パ ス ワ ー ド を 設 定 す る 等 、 安 全 な 措 置 を 講 ず る

こととする。  

 

第３章  個人情報の取扱い  

 

第１節  個人情報の取得・保有等  



 

（利用目的の特定）  

第 23条  財団は、個人情報の保有に当たっては、業務を遂行するため必要

な場合に限り、かつ、その利用の目的（以下「利用目的」という。）を

できる限り特定しなければならない。   

２  財団は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を

有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。  

 

（利用目的による制限）  

第 24条  財 団 は 、 あ ら か じ め 本 人 の 同 意 を 得 な い で 前 条 の 規 定 に よ り 特

定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有して

はならない。  

２  財 団 は 、 合 併 そ の 他 の 事 由 に よ り 他 の 個 人 情 報 取 扱 事 業 者 か ら 事 業

を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人

の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に

必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。  

３  前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

（１）法令に基づく場合  

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（ ３ ） 公 衆 衛 生 の 向 上 又 は 児 童 の 健 全 な 育 成 の 推 進 の た め に 特 に 必 要 が

ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（ ４ ） 国 の 機 関 若 し く は 地 方 公 共 団 体 又 は そ の 委 託 を 受 け た 者 が 法 令 の

定 め る 事 務 を 遂 行 す る こ と に 対 し て 協 力 す る 必 要 が あ る 場 合 で あ

って、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとき。  

（５）学術研究機関等に個人データを提供する場合であって、当該学術研

究機関等（大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又

はそれらに属する者をいう。）が当該個人データを学術研究目的で

取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が

学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害する

おそれがある場合を除く。）  

 



（不適正な利用の禁止）  

第 24条の２  財団は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれ

がある方法により個人情報を利用してはならない。  

 

（利用目的の通知等）   

第 25条  財団は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を

公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、

又は公表するものとする。  

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 本 人 と の 間 で 契 約 を 締 結 す る こ と に 伴 っ

て契約書その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録を含む。以下この

項において同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合

その他本人から直接書面に記載された当該本人の個人情報を取得する

場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示するものとす

る。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要があ

る場合は、この限りでない。  

３   財団は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、

本人に通知し、又は公表しなければならない。  

４   前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

（１）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者

の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合  

（２）利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取

扱事業者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合  

（ ３ ） 国 の 機 関 又 は 地 方 公 共 団 体 が 法 令 の 定 め る 事 務 を 遂 行 す る こ と に

対 し て 協 力 す る 必 要 が あ る 場 合 で あ っ て 、 利 用 目 的 を 本 人 に 通 知

し 、 又 は 公 表 す る こ と に よ り 当 該 事 務 の 遂 行 に 支 障 を 及 ぼ す お そ

れがあるとき。  

（４）取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合  

 

（適正な取得）  

第 26条  財 団 は 、 個 人 情 報 を 取 得 す る 場 合 は 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 に

「個人情報の収集届」（様式 1）を届け出るものとし、偽りその他不正

な手段により個人情報を取得してはならない。   



２  財団は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ない

で、要配慮個人情報を取得してはならない。  

（１）法令に基づく場合  

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（ ３ ） 公 衆 衛 生 の 向 上 又 は 児 童 の 健 全 な 育 成 の 推 進 の た め に 特 に 必 要 が

ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（ ４ ） 国 の 機 関 若 し く は 地 方 公 共 団 体 又 は そ の 委 託 を 受 け た 者 が 法 令 の

定 め る 事 務 を 遂 行 す る こ と に 対 し て 協 力 す る 必 要 が あ る 場 合 で あ

って、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとき。  

（５）学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する場合であって、

当該要配慮個人情報を学術研究目的で取得する必要があるとき（当

該要配慮個人情報を取得する目的の一部が学術研究目的である場合

を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）

（ 財 団 と 当 該 学 術 研 究 機 関 等 が 共 同 し て 学 術 研 究 を 行 う 場 合 に 限

る。）  

（６）当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究

機関、報道機関、著述を業として行う者、宗教団体若しくは政治団

体、外国政府、外国の政府機関、外国の地方公共団体又は国際機関、

外国における学術研究機関、報道機関、著述を業として行う者、宗

教 団 体 若 し く は 政 治 団 体 に 相 当 す る 者 に よ り 法 に お い て 認 め ら れ

る範囲内で公開されている場合  

（７）本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配

慮個人情報を取得する場合  

（８）個人情報の保護に関する法律第 23条第 5項各号において、個人デー

タである要配慮個人情報の提供を受けるとき。   

 

（データ内容の正確性の確保等）   

第 27条  財団は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを

正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったとき

は、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。  

 



第２節  第三者提供の制限  

 

（第三者提供の制限）  

第 28条  財団は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得

ないで、個人データを第三者に提供してはならない。  

（１）法令に基づく場合  

（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（ ３ ） 公 衆 衛 生 の 向 上 又 は 児 童 の 健 全 な 育 成 の 推 進 の た め に 特 に 必 要 が

ある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。  

（ ４ ） 国 の 機 関 若 し く は 地 方 公 共 団 体 又 は そ の 委 託 を 受 け た 者 が 法 令 の

定 め る 事 務 を 遂 行 す る こ と に 対 し て 協 力 す る 必 要 が あ る 場 合 で あ

って、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとき。  

（５）当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当

該個人データを学術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人

データを取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個

人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）  

２   次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前

項の規定の適用については、第三者に該当しないものとする。  

（ １ ） 個 人 情 報 取 扱 事 業 者 が 利 用 目 的 の 達 成 に 必 要 な 範 囲 内 に お い て 個

人 デ ー タ の 取 扱 い の 全 部 又 は 一 部 を 委 託 す る こ と に 伴 っ て 当 該 個

人データが提供される場合  

（ ２ ） 合 併 そ の 他 の 事 由 に よ る 事 業 の 承 継 に 伴 っ て 個 人 デ ー タ が 提 供 さ

れる場合  

（ ３ ） 特 定 の 者 と の 間 で 共 同 し て 利 用 さ れ る 個 人 デ ー タ が 当 該 特 定 の 者

に提供される場合であって、その旨並びに共同して利用される個人

データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的

並 び に 当 該 個 人 デ ー タ の 管 理 に つ い て 責 任 を 有 す る 者 の 氏 名 又 は

名称及び住所並びに法人であっては、その代表者の氏名について、

あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置い

ているとき。  

３  財 団 は 、 前 項 第 三 号 に 規 定 す る 個 人 デ ー タ の 管 理 に つ い て 責 任 を 有



する者の氏名、名称若しくは住所又は法人にあっては、その代表者の氏

名 に 変 更 が あ っ た と き は 遅 滞 な く 、 同 号 に 規 定 す る 利 用 す る 者 の 利 用

目 的 又 は 当 該 責 任 を 有 す る 者 を 変 更 し よ う と す る と き は あ ら か じ め 、

その旨について、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置か

なければならない。  

 

（第三者提供をする際の記録）  

第 29条  財団は、個人データを第三者に提供 するときは、第三者提供に係

る記録を作成しなければならない。ただし、当該個人データの提供が

第 28条 第 １ 項 各 号 に 該 当 す る 場 合 又 は 同 条 2項 各 号 の い ず れ か に 該 当

する場合は、この限りでない。  

２  第三者に個人データの提供をする場合の記録の作成方法は、文書、電

磁的記録等を用いて作成する方法によるものとする。  

３  前項の記録は、次項又は第５項に該当する場合を除き、第三者から個

人データの提供をした都度、速やかに作成しなければならない。  

４  第 2項の記録は、当該第三者に対し継続的に若しくは反復して個人デ

ータの提供をしたとき、又は当該第三者に対し継続的に若しくは反復

して個人データの提供することが確実であると見込まれるときの記録

は、一括して作成することができる。  

５  第 2項の記録は、本人に対する物品又は役務の提供に関連して当該本

人に係る個人データを第三者に提供した場合において、当該提供に関

して作成された契約書その他の書面に記録すべき事項が記載されてい

るときは、当該書面をもって第三者から個人データの提供を受けたと

きの記録に代えることができる。  

６  第 28条 第 １ 項 に 基 づ く 本 人 の 同 意 を 得 て 個 人 デ ー タ を 第 三 者 に 提 供

する場合は個人情報保護管理責任者に「第三者への個人データ提供届」

様式 2を届け出るものとする。  

７  前 項 の 記 載 事項 の う ち 、 第 2項 か ら 第 5項 ま で の 方 法 に よ り 作 成 した

記録（保存している場合に限る。）に記録されている事項と内容が同

一であるものについては、当該事項の記録を省略することができる。  

８  財団は、前二項の規定により作成した記録を、以下の場合に応じて、

当該記録を作成した日から所定の期間保存するものとする。  

  



場合  保存期間  

①  本 人 を 当 事 者 と す る 契 約

書 等 に 基 づ く 個 人 デ ー タ の 提

供の場合  

最 後 に 当 該 記 録 に 係 る 個 人 デ

ー タ の 提 供 を 行 っ た 日 か ら 起

算 し て １ 年 を 経 過 す る 日 ま で

の間  

②  個 人 デ ー タ を 継 続 的 に 若

しくは反復して提供する場合  

最 後 に 当 該 記 録 に 係 る 個 人 デ

ー タ の 提 供 を 行 っ た 日 か ら 起

算 し て ３ 年 を 経 過 す る 日 ま で

の間  

③  上記①又は②以外の場合  当 該 記 録 を 作 成 し た 日 か ら ３

年間  

 

（第三者提供を受ける際の確認及び記録）  

第 30条  財団は、第三者から個人データの提供を受ける に際しては、次に

掲げる事項の確認を行わなければならない。ただし、当該個人データ

の提供が第 28条第１項各号に該当する場合は、この限りでない。  

（１）当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名  

（２）当該第三者による当該個人データの取得の経緯  

２  財 団 は 、 第 三 者 か ら 個 人 デ ー タ の 提 供 を 受 け る 際 の 確 認 を 行 う 方 法

は、確認を行う事項の区分に応じて、それぞれ次のとおりとする。  

  

場合  方法  

①  前項１号に該当する事項  個 人 デ ー タ を 提 供 す る 第 三 者

か ら 申 告 を 受 け る 方 法 そ の 他

の適切な方法  

②  前項２号に該当する事項  個 人 デ ー タ を 提 供 す る 第 三 者

か ら 当 該 第 三 者 に よ る 当 該 個

人 デ ー タ の 取 得 の 経 緯 を 示 す

契 約 書 そ の 他 の 書 面 の 提 示 を

受 け る 方 法 そ の 他 の 適 切 な 方

法  

 



３  前 項 に か か わ ら ず 、 第 三 者 か ら 他 の 個 人 デ ー タ の 提 供 を 受 け る に 際

して前項の方法による確認（当該確認について記録の作成及び保存を

している場合におけるものに限る。）を行っている事項の確認を行う

場合は、当該事項の内容と当該提供に係る確認事項の内容が同一であ

ることの確認を行う方法によるものとする。  

４  財団は、前三項に基づく確認を行ったときは、以下の区分に 応じて以

下の事項を記録しなければならない。  

（１）個人情報に関する法律第 23条（第三者提供の制限）のオプトアウト

に よ る 提 供 の 方 法 に よ り 個 人 デ ー タ の 提 供 を 受 け た 場 合 は 個 人 情

報保護管理責任者に「第三者からの個人データ受領届（オプトアウ

トによる）」（様式 3）を届け出るものとする。  

（ ２ ） 第 28条 第 １ 項 に 基 づ く 本 人 の 同 意 を 得 て 第 三 者 か ら 提 供 を 受 け た

場合は個人情報保護管理責任者に「第三者からの個人データ受領届

（本人同意による）」（様式 4）を届け出るものとする。  

（ ３ ） 個 人 情 報 取 扱 事 業 者 で は な い 第 三 者 か ら 提 供 を 受 け た 場 合 は 個 人

情報保護管理責任者に「第三者からの個人データ受領届（私人など

から）」（様式 5）を届け出るものとする。  

５  前項各号の記載事項のうち、既に作成した記録（保存している場合に

限る。）に記録されている事項と内容が同一であるものについては、

当該事項の記録を省略することができる。  

６  第 4項の記録は、次項又は第 8項に該当する場合を除き、第三者から個

人データの提供を受けた都度、速やかに作成しなければならない。  

７  第 4項の記録は、当該第三者から継続的に若しくは反復して個人デー

タの提供を受けたとき、又は当該第三者か ら継続的に若しくは反復し

て個人データの提供を受けることが確実であると見込まれるときの記

録は、一括して作成することができる。  

８  第 4項の記録は、本人に対する物品又は役務の提供に関連して第三者

から当該本人に係る個人データの提供を受けた場合において、当該提

供に関して作成された契約書その他の書面に記録すべき事項が記載さ

れているときは、当該書面をもって第三者から個人データの提供を受

けたときの記録に代えることができる。  

９  財団は、第 4項又第 5項により作成した記録を、以下の場合に応じて、

当該記録を作成した日から所定の期間保存するものとする。  



 

場合  保存期間  

①  本 人 を 当 事 者 と す る 契 約

書 等 に 基 づ く 個 人 デ ー タ の 提

供の場合  

最 後 に 当 該 記 録 に 係 る 個 人 デ

ー タ の 提 供 を 行 っ た 日 か ら 起

算 し て １ 年 を 経 過 す る 日 ま で

の間  

②  個 人 デ ー タ を 継 続 的 に 若

しくは反復して提供する場合  

最 後 に 当 該 記 録 に 係 る 個 人 デ

ー タ の 提 供 を 行 っ た 日 か ら 起

算 し て ３ 年 を 経 過 す る 日 ま で

の間  

③  上記①又は②以外の場合  当 該 記 録 を 作 成 し た 日 か ら ３

年間  

 

第４章  保有個人データの開示等の請求等及び苦情処理  

 

（個人情報保護窓口の設置等）   

第 31条  保有個人データの開示請求、訂正請求、利用停止請求及びその他

相談等に対応する窓口として、個人情報保護相談窓口（以下「相談窓

口」という。）を総務部に置き、財団における個人情報の取扱い等に

係る相談等の受付及び事務を行うものとする。  

２  相談窓口は以下のとおりとする。  

〒 700-0952 岡山県岡山市北区平田 408-1 

公益財団法人岡山県健康づくり財団  総務部総務課  

℡  086-246-6254 Fax 086-246-6258 

 

（保有個人データに関する事項の公表等）  

第 32条  財団は、保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人

の知り得る状態にしなければならない。本人の知り得る状態として、

相談窓口を設置する。  

（１）財団の名称、住所、代表者の氏名  

（２）全ての保有個人データの利用目的（第 25条第 4項第 1号から第 3号ま

でに該当する場合を除く。）  

（３）次項、次条第１項又は同条第４項、第 34条第１項、第 35条第１項又



は同条第２項若しくは同条第３項の規定による請求に応じる手続  

（４）財団が行う保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先  

２  財団は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的

の通知を求められたときは、本人 に対し、遅滞なく、これを通知する

ものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限

りでない。  

（ １ ） 前 項 の 規 定 に よ り 当 該 本 人 が 識 別 さ れ る 保 有 個 人 デ ー タ の 利 用 目

的が明らかな場合  

（２）第 25条第 4項第 1号から第 3号までに該当する場合  

３  財 団 は 、 前 項 の 規 定 に 基 づ き 求 め ら れ た 保 有 個 人 デ ー タ の 利 用 目 的

を通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨

を通知するものとする。  

 

（保有個人データ及び第三者提供記録の開示）  

第 33条  本 人 か ら の 当 該 本 人 が 識 別 さ れ る 保 有 個 人 デ ー タ 開 示 の 請 求 の

方法は、①電磁的記録の提供による方法、②書面の交付による方法、

③その他財団が定める方法とする。  

２  財団は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示（当

該 本 人 が 識別 さ れる 保 有 個 人デ ー タが 存 在 し ない と きに そ の 旨 を知 ら

せることを含む。以下同じ。）に係る請求を受けたときは、当該本人が

請 求 し た 方法 （ 当該 方 法 に よる 開 示に 多 額 の 費用 を 要す る 場 合 その 他

の 当 該 方 法に よ る開 示 が 困 難で あ る場 合 に あ って は 、書 面 の 交 付に よ

る方法）により、遅滞なく、当該保有個人データを開示するものとする。

ただし、開示することにより次の各号のい ずれかに該当する場合は、そ

の全部又は一部を開示しないことができる。  

（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそ

れがある場合  

（２）財団の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合  

（３）他の法令に違反することとなる場合  

３  財 団 は 、 前 項 の 規 定 に 基 づ き 求 め ら れ た 保 有 個 人 デ ー タ の 全 部 若 し

く は 一 部 に つ い て 開 示 し な い 旨 の 決 定 を し た と き 、 当 該 保 有 個 人 デ ー

タ が 存 在 し な い と き 、 又 は 同 項 の 規 定 に よ り 本 人 が 請 求 し た 方 法 に よ

る開示が困難であるときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知する



ものとする。  

４  他 の 法 令 の 規 定 に よ り 、 本 人 に 対 し 第 一 項 本 文 に 規 定 す る 方 法 に 相

当 す る 方 法 に よ り 当 該 本 人 が 識 別 さ れ る 保 有 個 人 デ ー タ の 全 部 又 は 一

部 を 開 示 す る こ と と さ れ て い る 場 合 に は 、 当 該 全 部 又 は 一 部 の 保 有 個

人データについては、同項の規定は、適用しない。  

５  第 １項 か ら 第３ 項 の 規定 は 、 当該 本 人 が識 別 さ れる 個 人 デー タ に係

る第 29条第 1項及び第 30条第４項の記録（次の各号に掲げるものを除く。

「第三者提供記録」という。）について準用する。  

（１）当該記録の存否が明らかになることにより、本人又は第三者の生命、

身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの  

（２）当該記録の存否が明らかになることにより、違法又は不当な行為を

助長し、又は誘発するおそれがあるもの  

（３）当該記録の存否が明らかになることにより、国の安全が害されるお

そ れ 、 他 国 若 し く は 国 際 機 関 と の 信 頼 関 係 が 損 な わ れ る お そ れ 又

は 他 国 若 し く は 国 際 機 関 と の 交 渉 上 不 利 益 を 被 る お そ れ が あ る も

の  

（４）当該記録の存否が明らかになることにより、犯罪の予防、鎮圧又は

捜 査 そ の 他 の 公 共 の 安 全 と 秩 序 の 維 持 に 支 障 が 及 ぶ お そ れ が あ る

もの  

 

（保有個人データの訂正等）  

第 34条  財 団 は 、 当 該 本 人 が 識 別 さ れ る 保 有 個 人 デ ー タ の 内 容 が 事 実 で

ないことを理由に当該本人から訂正、追加又は削除（以下「訂正等」

という。）に係る請求を受けた場合には、その内容の訂正等に関して

他の法令等の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利

用目的の達成に必要な範囲において、遅滞なく必要な調査を行い、そ

の結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行うものとす

る。  

２  財 団 は 、 前 項 の 請 求 に 係 る 保 有 個 人 デ ー タ の 内 容 の 全 部 又 は 一 部 に

ついて訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨を決定したとき

は、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を 行ったときは、その内

容を含む。）を通知するものとする。  

 



（保有個人データの利用停止等）  

第 35条  財団は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが、法

令等に違反して取得されているという理由、同法令等に違反して取り

扱われたものであるという理由によって、当該保有個人データの利用

の停止、消去（以下、本条において「利用停止等」という。）に係る請

求を受けた場合であって、利用停止等に理由があることが判明したと

きは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、保有個人デー

タの利用停止等を行うものとする。但し、利用停止等を行うことに多

額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合で

あって、当該本 人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき

措置をとるときは、この限りではない。  

２  財団は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが法令等に

違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人

データの第三者への提供の停止に係る請求を受けた場合であって、そ

の請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保有個人

データの提供を停止するものとする。ただし、当該保有個人データの

第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への

提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を保護す

るため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。  

３  財団は、本人から、当該本人が識別される保有個人データを財団が利

用する必要がなくなった場合、当該本人が識別される保有個人データ

が第 38条の２第１項本文に規定する事態が生じた場合その他当該本人

が識別される保有個人データの取扱いにより当該本人の権利又は正当

な利益が害されるおそれがある場合という理由によって、当該保有個

人データの利用停止等又は第三者への提供の停止に係る請求を受けた

場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、本人の

権利利益の侵害を防止するために必要な限度で、遅滞なく、当該保有

個人データの利用停止等又は第三者への提供を停止するものとする。

ただし、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止

に多額の費用を要する場合その他の利用停止等又は第三者への提供の

停止を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するた

め必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。  

４  財 団 は 、 第 一 項 若 し く は 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 求 め ら れ た 保 有 個 人



データの全部若しくは一部について利用停止等を行ったとき若しくは

利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は第二項若しくは第三

項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部につ

いて第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止し

ない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知す

るものとする。  

 

（開示等の請求等に応じる手続）  

第 36条  財 団 は 、 保 有 個 人 デ ー タ 又 は 第 三 者 提 供 記 録 に 関 す る 事 項 の 公

表、保有個人データの開示・訂正・利用停止 又は第三者提供記録の開

示による請求（以下「開示等の請求等」という。）に関して、以下の手

続のとおり応ずるものとする。  

（１）相談窓口への郵送  

本人に対して、以下のものを相談窓口宛に郵送することを求める。  

①「保有個人データ・第三者提供記録開示等請求書」（様式 6）  

②本人確認書類  

（２）本人確認手続・本人確認書類  

本人確認は以下の本人確認書類の写しを確認することによる。  

①運転免許証、パスポート、在留カード、特別永住者証明書、個人番

号カード（個人番号の記載された面は送付しないことを求める。）

等の官公庁が発行した顔写真付き本人確認書類の写し・・・１点の

送付を求める  

② 健 康 保 険 被 保 険 者 証 、 年 金 手 帳 等 の 官 公 庁 が 発 行 し た 顔 写 真 の な

い本人確認書類の写し・・・２点の送付を求める  

（３）代理人による開示等の請求等の場合  

開示等の請求等をする者が、未成年、成年被後見人等の本人の法定

代 理 人 、 本 人 か ら 委 任 を 受 け た 本 人 が 指 定 し た 任 意 代 理 人 で あ る

場合、第 2号に掲げる書類のほか、代理権を確認できる書類及び代

理人本人を確認できる書類を郵送させるものとする。  

２  財団は、開示等の請求等を受け付けたときは、当該受け付けをした日

から起算して 2週間以内に、請求に係る可否について決定する。  

３  財 団 は 、 開 示 等 の 請 求 等 の あ っ た 保 有 個 人 デ ー タ の 利 用 目 的 の 通 知

を す る 旨 決 定 し た と き 又 は 全 部 又 は そ の 一 部 を 除 い た 部 分 に つ い て 開



示、訂正等若しくは利用停止等若しくは第三者提供の停止若しくは第三

者提供記録の開示をする旨決定したときは、請求者である本人又は代理

人に対し、「保有個人データ・第三者提供記録開示等決定通知書」（様

式 7）の送付により通知する。  

４  財団は、開示等の請求等のあった保有個人データの利用目的の通知を

しない旨決定したとき又は全部について、開示、訂正等若しくは利用停

止 等 若 し く は 第 三 者 提 供 の 停 止 若 し く は 第 三 者 提 供 記 録 の 開 示 を し な

い旨決定したときは、請求者である本人又は代理人に対し、「保有個人

データ・第三者提供記録不開示等決定通知書」（様式 8）の送付により

通知する。  

５  財団は、第３項の「保有個人データ・第三者提供記録開示等決定通知

書」（様式 7）及び前項の「保有個人データ・第三者提供記録不開示等

決定通知書」（様式 8）が請求者である本人又は代理人に対して２週間

以内に送付するよう努めるものとする。これらの通知が諸事情により、

請 求 者 で あ る 本 人 又 は 代 理 人 に ２ 週 間 以 内 に 送 付 す る こ と が 困 難 で あ

る場合は、事前に当該請求者である本人又は代理人に連絡をするよう努

めるものとする。  

 

（苦情処理）   

第 37条  財 団 は 、 財 団 に お け る 保 有 個 人 デ ー タ の 取 扱 い に 関 す る 苦 情 の

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。   

 

第５章  個人データの委託の取扱い  

 

（委託先における安全管理措置）  

第 38条  財団は、個人データの全部又は一部の委託する場合には、財団自

らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が委託先において適切に講

じられるよう、「委託先の適切な選定 」「委託先に安全管理措置を遵

守させるために必要な契約の締結 」「委託先における個人データの取

扱状況の把握」等、必要かつ適切な監督を行なうものとする。  

２  委託契約書に「個人情報取扱特記事項」（別紙 1）を付して締結する

ものとする。  

 



（漏えい等の報告等）  

第 38条の２  財団は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、毀損その

他の個人データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害

するおそれが大きいものとして法令等で定めるものが生じたときは、

法令等で定めるところにより、当該事態が生じた旨を行政機関に報告

しなければならない。ただし、財団が、他の個人情報取扱事業者から

当該個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受けた場合であって、

法令等で定めるところにより、当該事態が生じた旨を当該他の個人情

報取扱事業者に通知したときは、この限りでない。  

２  前項に規定する場合には、財団（同項ただし書の規定による通知をし

た者を除く。）は、本人に対し、法令等で定めるところにより、当該事

態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、本人への通知が困難

な 場 合 で あっ て 、本 人 の 権 利利 益 を保 護 す る ため 必 要な こ れ に 代わ る

べき措置をとるときは、この限りでない。  

 

第６章  管理組織・体制  

 

（個人情報保護推進体制）  

第 39条  個人情報保護の推進を適正に進めるため、「個人情報保護推進体

制」（別紙 2）を定める。  

 

（個人情報保護推進委員会）  

第 40条  個 人 情 報 保 護 推 進 活 動 を 円 滑 に 推 進 す る た め 個 人 情 報 保 護 推 進

委員会を設置する。  

２  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 定 期 的 に 個 人 情 報 保 護 推 進 委 員 会

を開催し、会議を統括する。ただし緊急を要する場合は、この限りでな

い。  

３  委員は、統括個人情報保護管理責任者、個人情報保護管理責任者及び

情報システム管理責任者とする。又、必要に応じて個人情報保護管理担

当者及び担当者等を参加させることとする。  

４  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 自 ら の 管 理 業 務 の 一 部 を 個 人 情 報

保護推進委員会に実施させることができる。  

 



（個人情報保護監査責任者）  

第 41条  個 人 情 報 保 護 監 査 責 任 者 は 、 総 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 か ら

独 立 し た 公 平 か つ 客 観 的 な 立 場 に あ り 、 監 査 の 実 施 及 び 報 告 を 行 う 権

限を有し、理事長が選任する。但し、財団外の第三者に監査業務を委託

することができる。  

２  個人情報保護監査責任者は、年 1回、個人情報保護計画に基づき監査

を実施し、監査結果を理事長に報告する。  

 

（個人情報保護計画の策定）  

第 42条  統 括 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 は 、 個 人 情 報 保 護 管 理 責 任 者 の 協

力 を 得 て 個 人 情 報 を 保 護 す る た め に 必 要 な 個 人 情 報 保 護 計 画 を 立 案 し

て文書化し、それを実施、評価、改善をする。  

 

第７章  雑則  

 

（その他）  

第 43条  この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

 

附則  

この規程は、平成 17年 4月 1日から施行する。  

この規程は、平成 20年 4月 1日から施行する。  

この規程は、平成 23年 10月 1日から施行する。  

この規程は、平成 25年 4月 1日から施行する。（公益財団法人の登記の日）  

この規程は、平成 27年 10月 5日から施行する。  

この規程は、平成 29年 5月 30日から施行する。  

この規程は、平成 30年 4月 1日から施行する。  

この規程は、令和 2年 2月 1日から施行する。  

この規程は、令和 4年 4月 1日から施行する。  

 


